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全国知事会議記者会見の概要

【日 時】 平成 22 年 7 月 16 日（金）11：00～11：30

【場 所】  和歌山県ダイワロイネットホテル

【出席者】  麻生全国知事会長（福岡県知事）

       仁坂和歌山県知事

山田京都府知事（地方分権推進特別委員会委員長）

       古川佐賀県知事（政権公約評価特別委員会委員長）

       上田埼玉県知事（国の出先機関原則廃止ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑﾘｰﾀﾞｰ）

（麻生知事会長）

このたびの全国知事会は、仁坂知事さん以下、和歌山県の皆さんの、本当に心の

こもった準備、ご支援のもとで開催することができました。まず冒頭、和歌山県の

皆さんに心から感謝、お礼を申し上げます。そしてまた、会議の途中で、いかにこ

の和歌山が歴史と先進性に優れているかという話も十分聴かせていただきました。

新しい和歌山を知った、あるいは、発見した気持ちでございます。本当にありがと

うございました。

今回の知事会は、なんと申しましても、参議院選挙の結果を踏まえまして、新し

い政治状況の中で、知事会としては、今後どのような考え方で活動すべきであるか

ということを中心に討論をし、その方向性を見出し、また個別的な課題につきまし

ては、それぞれ課題ごとに担当いたしておりますプロジェクトチーム、そのリーダ

ーを中心に検討状況の報告、そして今後の活動方法、国への提言、こういうことを

議論いたしたわけです。

まず、その中で、新しい政治状況下において、我々は何を求め、また、どうしよ

うとしているのか、話し合いをし、緊急声明をまとめました。これにつきまして、

みなさんにご説明をいたしたいと思います。

山田知事お願いします。

（山田京都府知事）

参議院議員選挙の結果、いわゆる衆参のねじれの現象が生じております。これを
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私たちは民意として重く受け止めていかなければなりませんが、一方で私どもの社

会というのは、雇用、福祉、こういった問題につきまして、本当に緊急の課題が山

積しております。そして、成長戦略や財政再建など、これからのわが国の行方を決

定する事項について決断が求められていることを、住民生活に直接かかわっている、

私ども都道府県は、実感をしているところであります。それだけに、この行政につ

いて危機感を持っております。それはねじれ現象というものがもしも国政の停滞を

招くことになれば、これは私たちの国、日本の将来にたいへん深刻な影響を与えか

ねないということであります。そうした観点から、私たちは、国、地方という、こ

の国の行政を預かる立場から、この緊急声明を出させていただきました。

ひとつは、国民のための政策協議を求める。国会、政府が、その責任を果たすた

めに、協議機関を創設して、党派、会派の立場を超えて、国民的な視点から真摯な

議論を行うように求めていることであります。

２点目は、私たち全国知事会も、まさに、責任を共有してともに行動していくこ

とを表明させていただくことであります。そのために、各課題に対しまして、今ま

で以上に具体的かつ明確に提案を行い、そしてそれを実行するために、体制の強化

を行っていくこと、そして、もちろん政府との協議だけではなく、各政党とも積極

的に協議を行って我々の責任を果たしていきたいということをここに表明をして

いくことであります。

そして三番目に国と地方がその中で、協働してこの国の未来に向かって進んでい

かなければならないということを表明していくことでありまして、そのためにまず、

国と地方の協議の場、これを含みます、地域主権関連３法案の早期成立を求めてお

りますし、地域主権戦略大綱に沿って、真に地方分権が実現するよう、その工程の

明確化を求めているところであります。

さらに、その中でもこれから避けて通れない３つの課題について真正面から取り

組むことを呼びかけているところでありまして、ひとつは成長戦略の具体化であり

ます。今日も議論が出ましたように、パイが小さいままでは、この国の未来におい

て、私たちは希望のある、希望を実感できる日本を実現できないと、そういう観点

から成長戦略について、しっかりとした対策を講じる。例えば総合特区の推進や地

域間格差の是正、過疎・高齢化対策など地域全体の活性化対策を共に進めることを

求めているものであります。また厳しい日本の財政状況や急速に進む少子高齢化の

中で、消費税、地方消費税を含む抜本的な税制改革が不可欠だという視点からバラ

ンスのとれた税体系の構築や社会保障にかかるビジョンの提示、さらには弱者対策

など積極的な議論を展開するよう呼びかけるとともに、私ども全国知事会も積極的
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に参画することを表明するものであります。そして、こうした議論、国民の理解と

いうものが何よりも必要でありますので、国・地方を通じた無駄の解消を図るため

に、行政改革が必要不可欠であり、国の出先機関の原則廃止による二重行政の解消

など、しっかりと国に求めますとともに、都道府県も自らが一致して、行政改革を

断行していくことを表明するものであります。

この声明を、国・地方が共有することによって、この閉塞感ある日本を打開して

いくために知事会も全力を挙げて行動することをここで提言していくものであり

ます。どうかよろしくご理解のほどをお願いしたいと思います。以上です。

（麻生知事会長）

そのほかの各論につきましては、昨日、一項目ずつずっと議論をしてまいりまし

て、各委員会、プロジェクトチームから提出されました提言につきましては、修正

したところもありますけれども、了解、あるいは、合意が得られました。それにつ

きましては、１０項目にわたるわけでございます。２ページ目に書いてございます

ように、知事会の提言と今後の活動、そのまさに、提言の方向で今後活動していく

のである、ということを確認してあります。非常に項目が多いものですから、皆さ

んには沢山の提言をお配りいたしております。それぞれ非常に重要なものでござい

ます。

特にその中でも、いろいろ議論がございましたのが、地方消費税の問題について

でございます。これは昨日の議論を受けまして、３点ほど強化した形にいたしまし

て皆さんの同意を得たものでございます。さきほどの緊急声明の中にもございまし

たけれども、やはり税制の抜本的な改革、地方消費税問題、これはどうしても真正

面から、我々は取り組んでいかなければいけない。また、国民の皆さんに理解をし

てもらわなければいけない課題であると思っておりまして、知事会としましても、

積極的に今後、行われるでありましょう政党間の協議、あるいは政府の活動、こう

いうことに参画をしてまいりたいと思っております。

私からの冒頭の発言は以上のとおりであります。非常に広範囲な内容を含んでお

ります。

（仁坂和歌山県知事）

開催県の知事として一言申し上げます。この知事会の開催に当たり、和歌山県の



4

歴史に即しまして、３点ほど申し上げさせていただきました。

ひとつは「蘇り（よみがえり）の地」であるということです。今、日本は大変な状

況であります。その中で、日本のために、我々４７人の知事が知恵を出し合って、

かつ行動していこうと決めた、ということは大変大きいことだと思います。

次は、「はじめは和歌山」ということで、和歌山県は昔から色々な新しいものを

発明をして、全国に広めてきました、そういう意味で、沢山の提言の中に、新しい

アイデアとか、これから我々が討論していかなければならないことをたくさんいた

だけたと思っています。

それから３つ目は、「おもてなし」であります。これは先ほどの会長の言葉どお

り、大変良い評価をいただいたところであります。

＜質疑応答＞

（記者）

今回の緊急声明の中の「協議機関」、具体的にはどういった協議機関をイメージ

されているのか、そこに地方はなんらかの形で参加する意志はあるのかお聞かせく

ださい。

（麻生知事会長）

協議は、おそらく包括的に行うということは難しいのではないか、と思っていま

す。

各テーマごとに、政策テーマごとに行っていくということになろうかと思ってお

ります。そしてまた、協議は主要な政党の間でなされるということが期待されます。

あらゆる政策局面において全面的に行われるということになった場合には、これは

もう連立に近い、ということになりますけれども、なかなかすぐにはそうはならな

いのではないかと。我々が期待していますのは、誰が考えても我々がやっていかな

ければいけないこと、具体的に申し上げますと、私たちは、緊急声明の中で、４番

目に緊急政策課題、これに真正面から取り組もうということで３つの例を挙げてお

りますけれども、こういうようなことについての政党間の協議が始まることを期待

し、また、求めているわけであります。その場合に、知事会として参加するかどう

かということにつきましては、参加する用意はありますけれども、おそらく政党側
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は、まず、自分たちでやるということになり、そして地方に関係の深いところにつ

いては、我々の意見を聞くとか、あるいは意見交換会とかを設けていくという段取

りになっていくんではないかと思っております。

（記者）

消費税問題に真正面から取り組んでいかなければいけないということですが、一

方で、参院選の大敗を受けて、民主党は税制の抜本改革から慎重な姿勢になってい

るが、それについてどう考えるかお伺いしたいと思います。また、早急にというが、

どのようにこの現状を打破したいと考えているのか伺いたいと思います。

（麻生知事会長）

今回の民主党の敗北の原因が消費税問題を十分な準備もなく持ち出してきたと

いうことにあると言われています。その側面はたしかにあると思います。あるので

すけれども、やはり、今後の我々の財政の健全化ということを考え、社会保障費が

ずっと増えていくというのをどう支えていくかということを考え、国際的な信用と

いうことを考えましても、やはりこの問題は、今回の選挙でそういう評価は受けま

したけれども、取り組んでいかなければならない事態の緊迫性というのは変わらな

いと私どもは考えています。

それで今回のような方針を決定したわけであります。今の参議院選挙の評価が、

消費税ということで敗北の原因だというふうに、一般的に印象付けられているとい

う状況からしますと、おそらくこの問題について、政治的には、真正面から取り組

む議論を始めるというのは、少し難しいということになってしまっていると認識せ

ざるを得ないと思います。しかし、今回の選挙におきましては、自民党も消費税と

いうことを取り上げていたわけで、共通の基盤が出来ていますから、我々はこの問

題については、冷静に事態を認識しまして、ある意味積極的な政策協議が行われる

ということを求めていきますし、またそのために国民理解を求めていく活動を知事

会として行っていきたいと思います。

（記者）

緊急声明をまとめられたわけだが、これまでも与野党のねじれの状況というのは
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あったと思うのですが、これは今までになく強い声明になっているのではないかと

思うのですが、どのような危機感をもっておられるのか、どうしてこの声明を出す

ようになったのかお聞かせ願いたいと思います。

（麻生知事会長）

それは、端的に言いまして、衆参のねじれ政治ということが明確になったからで

あります。６月までは、衆議院においては、圧倒的に民主党が議席を得ていました。

参議院においては、民主党は過半数に達していませんが、国民新党と社民党を連立

することによって、ギリギリでありますけども、過半数を得ていた。それによって、

なんとか衆参両院で、必要な法律を通すという政治基盤を持っておりました。それ

が今回の選挙結果によりまして、小政党と連立を組むというやり方では、なかなか

参議院において多数を得て、衆参両院で法案を通すという議会基盤を形成すること

が極めて難しいという状況に今なってしまったと考えざるを得ないわけでありま

す。

そうなりますと、かつてのねじれ国会の経験から言いますと、政府のいろんな政

策、法案を創って実施することが多いわけですがこれがうまくいかなくなって、政

治が極めて混迷をしてしまう。もっというと政治の漂流が起こってしまう。こうい

う経験を今までしております。これが再来するんじゃないかというような政治構造

になっている。この点について、我々は非常に危機感を持っている。と申しますの

は、一方で我々の経済とか、あるいは財政の状況とか、あるいは、いろんな医療制

度、福祉制度を加えまして、日本の社会全体がどうしても思い切って変えなければ

維持不可能であるという課題にぶつかっています。これは政治的には困難な課題で

すが、やっていかざるを得ない。これに取り組むということが実際の問題としてで

きなくなるのではないか。そうすると我々の社会は、失われた１０年といわれ、ま

た、２０年になって、３０年と。３０年になったら取り返しがつかなくなるという、

我々の将来展望を見た場合には、極めて危機的な段階にある。そういう段階におい

て、こういう政治状況になったと、政治的な決定力が弱くなっていく、実行力が弱

くなるのではないかということについて、危機感を持っておりまして、今回のよう

な緊急声明を出したわけです。

（記者）
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今日の緊急声明で、与党だけでなく、野党にもいろいろな協議を申し入れていく

と、国民のための政策実現を求めていくということで新たな行動を示されたと思う

のですが、これから激しく対立するであろう与野党に地方の声を届けて、それを実

際に反映させていくというのは非常に困難なことだと思うのですが、どういう戦略

をもっておられるか考えをお聞かせいただきたい。

（麻生知事会長）

政策協議をしてなんらかの協調・妥協していくということは、たしかに政党がい

ろいろ政策を主張し、国民の支持を得るという選挙の直後から見ますと非常に難し

いことのように見えますが、その結果として必要な政策や法律ができないというこ

とで、いろいろな国民生活に支障が生じてくる。いろいろな制度が運用できなくな

る。そういうことはどうしても避けなければいけない。当面の生活や制度を運用す

るための法律もあるが、将来に向かって制度を変えていかなければならないという

こともある。政治は国民のためにあるわけですし、政党はそれを解決していく責任

を負っているわけですから、その認識のもとに、今急いでやらなくてはならないこ

とはよく話し合いをして、これが実行できるようにしてもらいたい。その責任を負

っているのだと思います。それについて、知事会もいろいろな働き、役割を果たさ

なければいけない、それは今までのような、政府、与党ということだけではなくて、

むしろ野党が、ねじれの時は大きな政策決定力を持つという現実がありますから、

野党に対する意思の疎通、働きかけを強化していく、それをどういうふうにやって

いくかということについては、我々はやはりそれに見合ったチームを作っていかな

ければいけないというふうに思います。


